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下水熱の効果と特長

【下水水温と気温との比較】

○下水は大気に比べ冬は暖かく、夏は冷たい特質を有するとともに、安定的かつ豊富に存在。
○都市に存在する下水熱等の温度差エネルギーをヒートポンプ等で活用することにより、省エネ・省CO2効果が
期待される。

○下水熱は、都市域における熱需要家との需給マッチングの可能性が高く、また採熱による環境影響が小さい
など、他の温度差エネルギー（河川水、地下水等）と比べて複数のメリットがある。

（出典：平成19年度資源エネルギー庁調査）
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【下水熱の特長】

 下水熱は他の温度差エネルギーと比べ都市内に安定的
かつ豊富に存在していることから、都市域で発生する熱需
要家との需給のマッチングの可能性が高い。

 河川水、地下水は環境影響の観点から取水制限について
考慮する必要があるが、下水の取水による環境影響は小
さい。

 下水再生水の利活用と下水熱利用をパッケージ化するこ
とで、省エネ、省CO2以外の観点からも環境面での貢献性
の高い取組が可能となる。

 下水道のストックを活用して社会に貢献できる。
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【下水熱のポテンシャルと利用の現状】

賦存量

下水処理量

145億m3/年

利用可能熱量

8,300Gcal/h

利用状況

下水熱を利用した

地域熱供給

3箇所

個別建物での利用

9箇所

約1,800万世帯の

年間冷暖房熱源に
相当

○下水熱は、約1800万世帯の冷暖房熱源に相当する大きなポテンシャルを有する。

○一方で、その国内利用はほとんどが下水処理場内に限られており、地域における利用事例は12件程度にと
どまっているなど、利用実績は少ない。

○なお、欧州では普及が進んでおり、ドイツでは30件程度の導入事例が存在。

下水熱のポテンシャルと利用の現状

文京区後楽一丁目

幕張新都心ハイテク・ビジネス地区

盛岡駅西口地区

横浜国際総合競技場
（日産スタジアム）

魚津市営体育施設
「ありそドーム」

枚方市営総合福祉会館
「ラポールひらかた」 公民館（五条川左岸

浄化センター敷地内）

射水市営体育施設
「海竜スポーツランド」

西区民･保健センター

新砂三丁目地区の医療福祉施設

ソニーシティ（ソニー本社）

仙台市のヨークベニマル店舗

※赤字は地域熱冷暖房活用事例
黒字は個別建物への下水熱供給事例

【下水熱の地域における利用事例】
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露橋水処理センター
（改築更新中）

至名古屋駅

３

下水熱利用の事例

名古屋市ささしまライブ24地区
（平成29年度予定）

•露橋水処理センターの改築更新に合わせて高度処理を
導入し、都市開発を進めている「ささしまライブ24地区」に
下水再生水を送水。

•再生水を民間事業者による熱利用に活用するとともに、
運河の水質改善用水や修景用水として利用予定

愛知大学名古屋校舎内の地域冷暖房プ
ラントにおいて熱源の一部として下水再

生水を利用（30,000m3/日）

ささしまライブ24地区内の修景用水や
運河の水質改善用水として利用

（30,000m3/日）

ささしまライブ
24地区

送水ルート

熱供給区域

仙台市

・老朽化した管路の更生と併せて、未処理下水からの熱回
収システムを設置。仙台市内のスーパーで採用され、安
定的かつ合理的な採熱を検証中。

施工前 施工後



下水熱利用推進
協議会

下水熱利用事業
スキーム検討分

科会

下水熱等未利用
熱ポテンシャル
マップ分科会

○下水熱は下水管渠ネットワークを通じて都市に豊富に存在し、都市の低炭素化効果の高い未利用エネルギー。

○都市再生特別措置法の一部改正（H23.4）や都市の低炭素化の促進に関する法律（H24.8）により、民間事業者における未処理下
水熱利用に係る規制緩和が行われたところ。

○しかしながら、国内における事例が少ないことから、下水熱利用に係る知見等の不足、下水熱利用の採算性評価に係る困難性、
関係者の意識向上等について課題がある。

○このような状況を踏まえ、下水熱利用システムの事業採算性の向上等に向けた情報・意見交換、各種課題の整理等を行うことに
より、下水熱利用推進に向けて取り組むべき施策の方向性についてのコンセンサスを形成するとともに、下水熱利用に向けた機
運の醸成を図ることを目的として設置。

下水熱利用推進協議会

検討会設置主旨

【協議会の組織（平成２６年度）】 【目的】
1. 自治体・民間事業者との連携による技術実証の着実な実施

2. 自治体・民間事業者のニーズを踏まえたFSによる事業モデルの検討

3. 自治体・民間事業者との協力強化によるノウハウ・成功事例の蓄積

【構成メンバー】
本協議会の構成メンバーは、有識者（５名）、地方公共団体（９団体）、研
究機関（２団体）、実証事業団体（２団体）、業界団体（12団体）が参画。
業界団体の構成は以下のとおり。

※業界団体一覧
日本熱供給事業協会／不動産協会／日本下水道施設業協会／
日本下水道管路管理業協会／全国上下水道コンサルタント協会／
ヒートポンプ・蓄熱センター／日本管路更生工法品質確保協会／
日本建築士事務所協会連合会／日本建築士会連合会／
日本空調衛生工事業協会／設備設計事務所協会／
建築設備技術者協会

４

座長：長岡 裕
東京都市大学
都市工学科教授

座長：中尾 正喜
大阪市立大学大学院
工学研究科特任教授
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システム 検討モデル 比較基準ｼｽﾃﾑ 感度分析範囲

処理水活用
大規模熱供給
(大規模単独施設へ
の処理水供給)

対象建物用途:ホテル

対象建物規模:30,000㎡(札幌)、50,000㎡(東京)

下水熱利用用途:暖房+給湯

地域：札幌、東京

ｼｽﾃﾑ：水熱源HP(暖房･給湯用)→給湯用はﾎﾞｲﾗで追焚

下水流量：熱源水全量下水(必要下水流量(日量)を把握
し､処理場規模を確認)

距離：300ｍ

暖房･給湯熱源:ﾎﾞ
ｲﾗ

暖房･給湯熱源:ﾎﾞ
ｲﾗ:空冷HP(東京
の場合)

需要規模(採算性のとれるﾚﾍﾞﾙ把握)

距離(採算性のとれるﾚﾍﾞﾙ把握)

エネルギー価格

採算性の分岐点付近のものについて+

冷房(冷却水補給水低減効果＋ヒートア
イランド低減効果)

採算性の分岐点付近のものについて蓄
熱検討

管路更生兼熱回収 対象需要:福祉施設3,000㎡程度

下水用途: 暖房+給湯

地域：札幌、東京

ｼｽﾃﾑ：水熱源HP(暖房･給湯用)→給湯用はﾎﾞｲﾗで追焚

下水流量：一定流量・水位を想定し、単位長さ当たりの熱
回収量は一定とする

需要地までの距離：50ｍ

暖房･給湯熱源:ﾎﾞ
ｲﾗ

暖房･給湯熱源:ﾎﾞ
ｲﾗ:空冷HP(東京
の場合)

需要規模(採算性のとれるﾚﾍﾞﾙ把握)

距離(採算性のとれるﾚﾍﾞﾙ把握)

エネルギー価格

管路内熱交換器 同上 同上 同上

ﾏﾝﾎｰﾙ取水管路外
熱交換

対象需要:福祉施設10,000㎡程度

下水用途: 暖房+給湯

地域：札幌、東京

ｼｽﾃﾑ：水熱源HP(暖房･給湯用)→給湯用はﾎﾞｲﾗで追焚

スクリーン取水量：14L/s、40L/s

下水流量：幹線レベル(空衛会論文等データ参照)

需要地までの距離：100ｍ

暖房･給湯熱源:ﾎﾞ
ｲﾗ

暖房･給湯熱源:ﾎﾞ
ｲﾗ:空冷HP(東京
の場合)

需要規模(採算性のとれるﾚﾍﾞﾙ把握)

下水流量(採算性のとれるﾚﾍﾞﾙ把握)

距離(採算性のとれるﾚﾍﾞﾙ把握)

表 基本検討ケース案

事業採算性に関するモデルスタディ
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（１）処理水活用大規模熱供給利用方式

モデルスタディ結果（中間報告）
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（２）管路更生兼熱回収方式 （３） マンホール取水管路外熱交換方式

※評価結果は今後の検討により修正がありうる



下水熱利用の契機と各主体の連携の重要性

７

○下水熱利用を実現するためには、熱供給側・熱利用側双方の検討契機がマッチすることが必要。

○関連する自治体の都市計画部局・環境部局等を含め、計画の初期段階から関係者が緊密に連携していくこと
が重要。


